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◆次の１０年に向けて

ＥＴＦ関連ビジネスへの集中

複合的事業構造の確立

ハイライト

3

◆売上高 １５３百万円 営業損失53百万円

◇現体制を基準にした前年同期比較 売上高 １５３百万円 / １９８百万円
（前年実績からＦｉｎ－Ｃｈｉｎａを除いて試算） 営業損失 ５３百万円 / ３４百万円

◇中国株、為替・国際金融情報が落込むも、日本株情報が下げ止まり傾向
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2011年11月期第1四半期 業績の概況
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決算ハイライト
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（）内は対売上高比率 ／ （単位：百万円）

－

－

－

－

－

△28.7%

△35.3%

△41.1%

増減率

△83

－

－

△82

△53

119
（77.7%）

87
（57.3％）

153

2011年11月期１Q2010年11月期１Q

売上高 259

売上原価 135
（52.2%）

販売費及び
一般管理費

166
（64.3%）

営業利益 △42

経常利益 △67

特別利益 －

特別損失 35

当期純利益 △98

連結経営成績概要

●売上 前年同期比 △106百万円・・ 投資情報提供事業 ： 中国金融データを提供するFin-China を連結除外にしたことにより
売上高は大幅減少。国内の各種投資情報提供も、引き続き減少
傾向が続く。期待材料として、 日本株情報提供に下げ止まり傾向。

金融アドバイザリー事業 ： ファンド契約の伸び悩みに伴い減少。
ライセンス事業 ： 前年同期比の約２倍の特許使用料を計上。

●売上原価 前年同期比 △47百万円・・・Fin-China の連結除外により、前年比で減少。
●販管費及び一般管理費 前年同期比 △47百万円・・・ Fin-China の連結除外により、前年比で減少。
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T&Cグループ 業績の歩み

連結
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（単位：千円）事業の種類別セグメント情報（第1四半期末実績比較／新セグメント区分）

投資情報提供事業
金融
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ事業

（単位：百万円） （単位：百万円）

＊売上高は、外部顧客に対する売上高
＊営業利益は、セグメント間売上高を算入したもの

△31.7%0.7%0.0%△20.3%△44.6%増減

206,74868,2875,55019,359113,55211

302,58367,7805,55024,275204,97610

営業費用

投資情報提供事業
金融アドバイザリー

事業
ライセンス事業

消去又は
全社

連結

売上高

10 230,459 25,167 4,248 - 259,875

11 131,181 13,332 8,675 - 153,189

増減 △43.1% △47.0% 104.2% - △41.1%

営業利益又は
営業損失（△）

10 25,482 891 △1,301 △67,780 △42,708

11 17,628 △6,026 3,125 △68,287 △53,559

増減 △30.8% - - - -

-10

-5

0

5

10

15

20

25

売上高 営業費用 営業利益

10年

11年



©2010 T&C Holdings, Inc. All rights reserved.

0

200

400

600

06年上期 06年下期 07年上期 07年下期 08年上期 08年下期 09年上期 09年下期 10年上期 10年下期 11年1Q

日本株情報提供 中国株情報提供 為替・国際金融情報提供

投資情報提供事業
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（単位：百万円）

投資情報提供事業
（単位：百万円）

［売上高推移］

為替・国際
金融情報提供

中国株情報提供

日本株情報提供

リアルタイム為替ニュースの販売が減収。△15.4%4857

Fin-China の連結除外により大幅減収。
国内の法人向けサービスの大口解約が響く。△66.4%39116

法人向け投資情報サービスが減収するも、下げ止まり
傾向。売上高の計上方法を変更（約10百万円減少）。△23.5%4356

・ Fin-China の連結除外により大幅減収。
・ 為替・国際金融情報提供が苦戦。△43.1%131230投資情報提供事業

増減要因
前年同期比

増減率
2011年11月期
第1四半期実績

2010年11月期
第1四半期実績
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投資情報提供事業 Fin-Chinaを除いた場合

（単位：百万円）
［売上高推移］

◆Fin-Chinaを除いた場合の売上高

287

103

74

109

10年下期

328

116

97

114

10年上期

131351378421435461436投資情報提供事業（除くFin-China）

48138166167152152143為替･国際金融

39938198120142125中国株（除くFin-China）

43120130155163166167日本株

11年１Q09年下期09年上期08年下期08年上期07年下期07年上期

（単位：百万円）
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2011年11月期第1四半期のトピック
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統合サイトのリリース

・「中国株」「外国為替」のトップカテゴリーを設置
・「ニュース」カテゴリーを設置（60-70本程度／日）
・「海外」のコンテンツ拡充とリニューアル

リニューアルのポイント

情報コンテンツの横断化
総合的な投資情報収集を可能にし、投資情報ポータルサイトＮｏ１を目指す
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ETFウィークリーレポートの配信開始

東京証券取引所が投資家に提供する、ETF全銘柄に
関するウィークリーレポートの配信を開始 。

投資者の皆様からご要望の多かったETFの分配金

情報や、市場価格や対象指数のヒストリカルな動き、
ポートフォリオ又は対象指数の構成銘柄の状況など
を図示し、個々のＥＴＦの内容を分かりやすく記載した
レポート

・対象 ： 東証に上場するＥＴＦ全銘柄

・掲載 ： 東京証券取引所ＨＰへ掲載
原則、毎週月曜日午後６時

・レポート内容 ：
・ETFの商品概要

・市場価格チャート
・市況情報
・騰落率
・ポートフォリオ情報
・投資パフォーマンス
・分配金履歴
・その他基本情報
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今後の展望
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ETF情報提供事業への傾注 －ETF市場の拡大－

世界的なETF市場の拡大世界的なETF市場の拡大

アジアのETF市場の拡大アジアのETF市場の拡大

（単位：10億ドル）

（単位：10億ドル）

（ブラックロック社のデータから当社にて作成）
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Marco Polo XTF の子会社化

① 世界のＥＴＦ市場の持続的な拡大
② 2008年～ ETFに関するデータベースの構築

レーティング・メソドロジーの開発
2010年～ 本格的な営業を開始

米国大手ネット証券フィデリティにも情報提供を開始

③ 米国投資情報提供市場への本格参入と、
グローバル展開の足掛り

Marco Polo XTF, Inc. の子会社化Marco Polo XTF, Inc. の子会社化

同社を子会社化

発行済株式の52％を追加取得し（774千USドル）、72％を保有する親会社に。
5月中の株式取得に向けて手続き中。

なお、取得費用については、前渡金として既に支払い済み。

Marco Polo XTFサイト登録者の推移
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Marco Polo XTF のコンテンツ

（レーティング情報）

（マーケット・プレイス）

（ヒートマップ）

・XTFのレーティングサービスをグローバルスタンダードに

⇒ 米国大手オンライン証券フィデリティが採用

Marco Polo XTF, Inc. 持分法適用会社

⇒ 本格始動により子会社化、社名変更 XTF, Inc. へ

・XTFのレーティングサービスをグローバルスタンダードに

⇒ 米国大手オンライン証券フィデリティが採用

Marco Polo XTF, Inc. 持分法適用会社

⇒ 本格始動により子会社化、社名変更 XTF, Inc. へ

・国内はコンサルティング営業で着実に売上増加・国内はコンサルティング営業で着実に売上増加
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T&C XTF Asia, Ltd. の設立

① ETF情報提供ビジネスのアジアにおける事業展開を一層強化
② XTF社の商品・サービス、ノウハウの活用

③ 京都香港發展有限公司オーナー衛平氏、及び王懐東氏の経営資源・能力を活用

T&C XTF Asia, Ltd. の設立T&C XTF Asia, Ltd. の設立

T&C XTFＪａｐａｎ

17

Ｔ＆Ｃホールディングス

T&C XTF TaiwanT&C XTF ChinaT&C XTF Singapore

ETF投資情報提供体制ETF投資情報提供体制

XTF, Inc. T&C XTF Asia, Ltd.

ETF情報提供事業から派生するビジネスにも積極的に参入

（注） XTF, Inc.、T&C XTFＪａｐａｎは、それぞれ旧社名Marco Polo XTF, Inc.、マルコポ－ロXTFＪａｐａｎ

京都香港發展有限公司
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ETFに関するビジネスモデルの確立

ETFデータ
提供業務

ETF運用
コンサルティング業務

ETF組成
アドバイザリー業務

ETFレーティング
情報提供業務

個人･法人顧客

取引所インデックス

証券会社等金融機関

① ＸＴＦ社のブランド確立

② アジアでのビジネス展開

③ 派生ビジネスへの参入
（アジア地域）
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日本発日本発 世界へ世界へ

19

（製品例）

■手術用具･医療器具の滅菌が、感染防止の要

複合的な事業構造 －ライセンス事業－

滅菌器製造販売会社（株式会社メディエート）の子会社化検討滅菌器製造販売会社（株式会社メディエート）の子会社化検討

■医療器具の高度化に伴い低温ガス滅菌ニーズ高まる

■これまでの主流EOガス滅菌に様々な制約発生

（特定化学物質第2類）

薬事承認取得により販売開始

（大学病院･研究機関への導入）

日本初ホルムアルデヒドガス滅菌器

→薬事取得により消毒器･殺菌器にも波及

【課題】

・ＣＥマーク取得

・小型器開発

・ 人体に危険

・ 環境汚染

・ コスト増

EOガス滅菌器の代替需要

・低コスト

・ 環境汚染なし

・ 滅菌対象物を選ばない



©2010 T&C Holdings, Inc. All rights reserved.20

成長を牽引するライセンス事業

株式会社メディエートの業績推移株式会社メディエートの業績推移

（単位：百万円）

（単位：百万円）

メディエートの売上高・営業利益の推移

△53

85

2010年度

上期

27△47△61営業利益

19213070売上高

2011年度
下期(速報値)

2009年度

下期

2009年度

上期

-100

-50

0

50

100

150

200

2009年度上期 2009年度下期 2010年度上期 2010年度下期

売上高 営業利益

新たな成長の源泉

（注）メディエート社からの月次報告より作成。未監査
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複合的な事業構造 －警備事業会社の子会社化－

① 「安心安全な社会の実現」を目的 ⇒ 社会貢献性の高い事業
② フランチャイズを活用したビジネスモデルの新規性、将来性
③ 収益の安定的な成長
④ 韓国での事業展開で協力

警備会社ピースメーカーの子会社化検討警備会社ピースメーカーの子会社化検討

同社の子会社化

「複合的な事業構造の確立による収益の安定化を目指した事業基盤の拡大」
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持分法を適用した場合のバランスシート
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※映画関連資産を計上しているSPCを連結から外し、
持分法適用とした場合の試算

Ｔ＆Ｃグループのバランスシート（資産構成）

23

137－長期預り金

272103短期借入金

299299一年以内返済予定の長期借入金

658

32

1

31

625

215

7

持分法を適用

968負債合計

169固定負債 合計

219その他流動負債

7買掛金

31長期借入金

0その他 固定負債

799流動負債 合計

連結（負債の部）

金額（百万円）≪当第1四半期連結会計期間末（2011年2月28日）≫

自己持分方式による連結決算のバランスシート（試算）

1515その他無形固定資産

566－映画制作費

11たな卸資産

127130売掛金

31261営業投資有価証券

1,697

1,271

494

47

128

100

217

752

170

0

24

425

245

18

連結

92関係会社株式

0投資有価証券

24有形固定資産 計

260その他流動資産

18現金及び預金

170特許権

47その他投資等

351固定資産合計

140投資等 計

185無形固定資産 計

671流動資産 合計

1,023資産合計

－関係会社長貸（持分法）

－のれん

持分法を適用（資産の部）

△1,020△981利益剰余金

601601資本剰余金

1,023

364

－

△75

439

819

持分法を適用

△129評価・換算差額等合計

819資本金

728純資産合計

1,697負債・純資産合計

401株主資本 合計

457少数株主持分合計

連結（純資産の部）

映画関連資産のうち
当社グループ

責任投資のシェア

T&C Ventures

20.2633%

37.0370%

T&C Media Content Ⅱ
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会社概要

社名 株式会社T&Cホールディングス

設立 2001年8月

事業内容
金融市場・経済に関する調査、研究及びその情報の提供、販売
証券業務・資産運用・投資に関するコンサルティング
有価証券および不動産の運用、投資、保有

所在地
〒105-0023
東京都港区芝浦一丁目12番3号

資本金 819,663千円（2010年11月末現在）

代表 代表取締役 田中 茂樹

主な株主 役職員、香港東盛禾投資集團有限公司、ロー・ブン・ファ、大榮産業（2010年11月末現在）

グループ取引先 ロイター・ジャパン、QUICK、金融機関約200社、他

24
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本資料における注記事項

25

本資料には、当社（連結子会社を含む）の見通し、目標、計画、戦略などの将来に関する記述が含まれております。 これらの将
来に関する記述は、当社が現在入手している情報に基づく判断および仮定に基づいており、判断や仮定 に内在する不確定性お
よび今後の事業運営や内外の状況変化等による変動可能性に照らし、将来における当社の 実際の業績または展開と大きく異
なる可能性があります。不確実性および変動要素全般に関する追加情報については、当社の有価証券報告書等をご参照くださ
い。

インサイダー取引に関するご注意：
企業から直接、未公開の重要事実の伝達を受けた投資家（第一次情報受領者）は、 当該情報が「公表」される前に株式売買等
を行うことが禁じられています（金融商品取引法166条）。 同法施行令により、二以上の報道機関に対して企業が当該情報を公
開してから12時間が経過した時点、または、 金融証券取引所に通知しかつ内閣府令で定める電磁的方法（TDnetの適時開示情
報閲覧サービスおよびED-NET公開WEBサイト）により掲載された時点を以って「公表」されたものとみなされます。

≪IRに関するお問合せ≫

株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス 業務部

電話番号 ： 03-5443-7489
E-mail ： ir_contact@tandch.com


